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保育士配置の最低基準の引き上げと保育予算の大幅な増額を求める意

見書の採択を求める陳情 

 

【陳情の趣旨】 

２０２２年の出生数は約７７万人で、統計を取り始めた１８９９年以降、初めて

８０万人を割り、過去最少の水準となりました。この背景のひとつに、仕事と子育

てを両立できる環境整備の遅れ、子どもの権利を守る制度の不備など、乳幼児期の

保育環境や制度の問題があげられています。 

日本の保育所の職員配置の最低基準は、戦後からほとんど変わっておらず、１、

２歳児は半世紀以上、４、５歳児は１９４８年に基準が定められてから一度も見直

されていません。世界的に見ても低い基準は厳しい労働条件に直結し、子どもが亡

くなる痛ましい事故や、保育士による事件の遠因になっているという指摘もありま

す。 

４月に発足するこども家庭庁の予算に、４、５歳児の配置を３０対１から２５対

１にするための補助が盛り込まれました。しかし、対象となる施設は、定員１２１

人以上で、保育士の平均勤続年数１２年以上が条件で、当てはまる施設は全保育所

のわずか４％しかありません。 

ＯＥＣＤ調査によると、子ども・子育て支援に関わる公的支出（１７年）は、日

本がＧＤＰ比１．７９％で平均（２．３４％）以下。出生率を引き上げたフランス

（３．６％）や英国（３．２３％）の半分程度にすぎません。岸田首相は年頭の会

見で「異次元の少子化対策」を実現させると宣言し、子ども・子育て予算の倍増を

めざすとしています。しかし、２０２３年度のこども家庭庁の予算は４兆８１０４

億円で、２２年度に厚生労働省や内閣府が計上した関連予算と比べて２．６％の増

額にとどまっています。公的支出のＧＤＰ比が低い国ほど出生率が低いと言われて

おり、劣悪な保育士配置の最低基準を引き上げるためにも、保育予算の大幅な増額

が必要です。 

つきましては貴議会より、国に対して「保育士配置の最低基準の引き上げと保育

予算の大幅な増額を求める意見書」を提出していただけるよう陳情いたします。 

 

【陳情事項】 

国に対して、保育士配置の最低基準の引き上げと保育予算の大幅な増額を求める

意見書を提出してください。 

 

 


